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１ 地方財政指標

区 分 平 成 15 年 度 平 成 14 年 度

地 方 財 政 計 画 規 模 ８６兆２，１０７億円 ８７兆５，６６６億円

計 画 規 模 の 伸 び 率 ▲ １．５％ ▲ １．９％

地 方 一 般 歳 出 の 伸 び 率 ▲ ２．０％ ▲ ３．３％

給 与 関 係 経 費 の 伸 び 率 ▲ １．１％ ０．２％

公 債 費 の 伸 び 率 ２．５％ ５．０％

投 資 的 経 費 の 伸 び 率 ▲ ５．３％ ▲ ９．５％

う ち 補 助 事 業 ▲ ５．０％ ▲ ８．５％

う ち 単 独 事 業 ▲ ５．５％ ▲１０．０％

地 方 税 の 伸 び 率 ▲ ６．１％ ▲ ３．７％

地 方 交 付 税 の 伸 び 率 ▲ ７．５％ ▲ ４．０％
（ ５．１％ ） （ ４．５％ ）（地方交付税＋臨時財政対策債の伸び率）

一 般 財 源 の 伸 び 率 ▲ ６．１％ ▲ ３．７％
（ ▲ １．３％ ） （ ▲ ０．６％ ）（ 臨 時 財 政 対 策 債 を 含 め た 場 合 ）

一 般 財 源 比 率 ６０．２％ ６３．２％
（ ６７．１％ ） （ ６６．９％ ）（ 臨 時 財 政 対 策 債 を 含 め た 場 合 ）

地 方 債 の 伸 び 率 １９．２％ ６．２％
（ ▲ ２．３％ ） （ ▲ ９．９％ ）（ 臨 時 財 政 対 策 債 を 除 い た 場 合 ）

地 方 債 依 存 度 １７．５％ １４．４％
（ １０．７％ ） （ １０．８％ ）（ 臨 時 財 政 対 策 債 を 除 い た 場 合 ）

地 方 債 発 行 額 （ 普 通 会 計 分 ） １５兆 ７１８億円 １２兆６，４９３億円

地 方 債 残 高 （ 年 度 末 見 込 み ） １３８兆円 １３４兆円

交付税特別会計借入金残高（〃） ３２兆円 ３１兆円

企業債（普通会計負担分）残高（〃） ２９兆円 ２９兆円

地 方 債 ・ 借 入 金 残 高 合 計（〃） １９９兆円 １９４兆円

（参考）
国 の 一 般 会 計 の 伸 び 率 ０．７％ ▲ １．７％

う ち 一 般 歳 出 ０．１％ ▲ ２．３％

公 債 依 存 度 ４４．６％ ３６．９％

（注）１ 地方一般歳出は、公債費、企業債償還費普通会計負担分及び不交付団体水準超経費を除い
た額である。

２ 地方債（企業債を含む。）残高は、決算見込額をベースとした推計残高である。
３ 交付税特別会計借入金残高には、国負担分を含んでいない。
４ 地方債・交付税特別会計借入金・企業債（普通会計負担分）・借入金残高合計は、平成14
年度の補正予算に伴う地方債計画の改定による増発分及び新規借入分等を含むものである。
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２ 地方財政計画歳入歳出一覧

（１） （単位：億円、％）歳入歳出総括表

平成15年度 平成14年度 増 減 額 増 減 率 平成14年度
区 分

(Ａ) (Ｂ) (A)-(B) (C) (C)／(B) 増 減 率

（歳 入）
地 方 税 321,725 342,563 ▲20,838 ▲ 6.1 ▲ 3.7

地 方 譲 与 税 6,939 6,239 700 11.2 0.0

地 方 特 例 交 付 金 10,062 9,036 1,026 11.4 0.2

地 方 交 付 税 180,693 195,449 ▲14,756 ▲ 7.5 ▲ 4.0

国 庫 支 出 金 122,600 127,213 ▲ 4,613 ▲ 3.6 ▲ 2.7

地 方 債 150,718 126,493 24,225 19.2 6.2

使 用 料 及 び 手 数 料 16,386 16,178 208 1.3 0.7

雑 収 入 52,984 52,495 489 0.9 ▲ 0.2

計 862,107 875,666 ▲13,559 ▲ 1.5 ▲ 1.9

（歳 出）
給 与 関 係 経 費 234,383 236,998 ▲ 2,615 ▲ 1.1 0.2

一 般 行 政 経 費 210,263 208,068 2,195 1.1 1.0

補 助 98,414 95,846 2,568 2.7 2.5

単 独 111,849 112,222 ▲ 373 ▲ 0.3 ▲ 0.3

公 債 費 137,673 134,314 3,359 2.5 5.0

維 持 補 修 費 10,068 10,124 ▲ 56 ▲ 0.6 ▲ 0.4

投 資 的 経 費 232,868 245,985 ▲13,117 ▲ 5.3 ▲ 9.5

補 助 84,068 88,485 ▲ 4,417 ▲ 5.0 ▲ 8.5

単 独 148,800 157,500 ▲ 8,700 ▲ 5.5 ▲ 10.0

公 営 企 業 繰 出 金 32,052 32,177 ▲ 125 ▲ 0.4 ▲ 1.6

22,433 22,033 400 1.8 2.4企業債償還費普通会計負担分

そ の 他 9,619 10,144 ▲ 525 ▲ 5.2 ▲ 9.2

不交付団体水準超経費 4,800 8,000 ▲ 3,200 ▲ 40.0 ▲ 1.2

計 862,107 875,666 ▲13,559 ▲ 1.5 ▲ 1.9

地 方 一 般 歳 出
（ ､ ､ 697,201 711,319 ▲14,118 ▲ 2.0 ▲ 3.3公債費 企業債償還費普通会計負担分

)不交付団体水準超経費を除く

（２） 歳入歳出構成比 （単位：％）

平 成 平 成 平 成 平 成
歳 入 差 引 歳 出 差 引

15年度 14年度 15年度 14年度

地 方 税 37.3 39.1 ▲ 1.8 給 与 関 係 経 費 27.2 27.1 0.1

地 方 譲 与 税 0.8 0.7 0.1 一 般 行 政 経 費 24.4 23.8 0.6

地 方 特 例 交 付 金 1.2 1.0 0.2 公 債 費 16.0 15.3 0.7

地 方 交 付 税 21.0 22.3 ▲ 1.3 維 持 補 修 費 1.2 1.1 0.1

国 庫 支 出 金 14.2 14.6 ▲ 0.4 投 資 的 経 費 27.0 28.1 ▲ 1.1

地 方 債 17.5 14.4 3.1 公 営 企 業 繰 出 金 3.7 3.7 0.0

使用料及び手数料 1.9 1.9 0.0 0.5 0.9 ▲ 0.4不交付団体水準超経費

雑 収 入 6.1 6.0 0.1

計 100.0 100.0 ― 計 100.0 100.0 ―
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（３） 地方財政計画の推移 （単位：億円、％）

地 方 財 政 計 画 （参考）国 の 予 算 （当初）年 度 歳入歳出総額見込額 対前年度伸率 一 般 会 計 予 算 額 対前年度伸率
昭和５０年度 ２１５，５８８ ２４．１ ２１２，８８８ ２４．５

５１ ２５２，５９５ １７．２ ２４２，９６０ １４．１

５２ ２８８，３６５ １４．２ ２８５，１４３ １７．４

５３ ３４３，３９６ １９．１ ３４２，９５０ ２０．３

５４ ３８８，０１４ １３．０ ３８６，００１ １２．６

５５ ４１６，４２６ ７．３ ４２５，８８８ １０．３

５６ ４４５，５０９ ７．０ ４６７，８８１ ９．９

５７ ４７０，５４２ ５．６ ４９６，８０８ ６．２

５８ ４７４，８６０ ０．９ ５０３，７９６ １．４

５９ ４８２，８９２ １．７ ５０６，２７２ ０．５

６０ ５０５，２７１ ４．６ ５２４，９９６ ３．７

６１ ５２８，４５８ ４．６ ５４０，８８６ ３．０

６２ ５４３，７９６ ２．９ ５４１，０１０ ０．０

６３ ５７８，１９８ ６．３ ５６６，９９７ ４．８

平成 元 年度 ６２７，７２７ ８．６ ６０４，１４２ ６．６

２ ６７１，４０２ ７．０ ６６２，３６８ ９．６

３ ７０８，８４８ ５．６ ７０３，４７４ ６．２

４ ７４３，６５１ ４．９ ７２２，１８０ ２．７

５ ７６４，１５２ ２．８ ７２３，５４８ ０．２

(７９１，４４３) (３．６)６ ７３０，８１７ １．０８０９，２８１ ５．９
(４．３)７ ８２５，０９３ ７０９，８７１ ▲ ２．９２．０

８ ８５２，８４８ ３．４ ７５１，０４９ ５．８

９ ８７０，５９６ ２．１ ７７３，９００ ３．０

１０ ８７０，９６４ ０．０ ７７６，６９２ ０．４

１１ ８８５，３１６ １．６ ８１８，６０１ ５．４

１２ ８８９，３００ ０．５ ８４９，８７１ ３．８

１３ ８９３，０７１ ０．４ ８２６，５２４ ▲ ２．７

１４ ８７５，６６６ ▲ １．９ ８１２，３００ ▲ １．７

１５ ８６２，１０７ ▲ １．５ ８１７，８９１ ０．７

（注）（ ）内は、平成６年度における特定資金公共事業債の繰上償還金を除いた場合である。
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（参考） 地方債計画（当初計画）の推移
（単位：億円、％）

年 度 地 方 債 計 画 対前年度伸率

昭和５０年度 ２８，３５０ ２１．２

５１ ４８．０１０ ６９．３

５２ ５０，５６２ ５．３

５３ ６２，１９７ ２３．０

５４ ７４，０１０ １９．０

５５ ７０，３０７ ▲ ５．０

５６ ６９，３０３ ▲ １．４

５７ ６５，４０３ ▲ ５．６

５８ ７５，４１１ １５．３

５９ ７２，１００ ▲ ４．４

６０ ６４，８００ ▲１０．１

６１ ７０，９２０ ９．４

６２ ８１，１５０ １４．４

(８１，２７６) (０．２)６３ ９１，８５１ １３．２
(７７，２７１) (▲４．９)平成 元 年度 ８８，０５１ ▲ ４．１
(７７，２５６) (▲０．０)２ ８８，０４４ ▲ ０．０
(７９，９７９) (３．５)３ ９０，８１５ ３．１
(８７，１４０) (９．０)４ ８７，５００ ▲ ３．７

(１０３，４７８) (１８．７)５ １０３，５８５ １８．４

６ １４７，３４０ ４２．２

７ １６０，３３２ ８．８

８ １８１，１０３ １３．０

９ １７３，６５９ ▲ ４．１

１０ １６０，９４０ ▲ ７．３

１１ １６３，９７０ １．９

１２ １６３，１０６ ▲ ０．５

１３ １６４，９９８ １．２

１４ １６５，２３９ ０．１

１５ １８４，８４５ １１．９

（注）（ ）内は、特定資金公共事業債を除いた場合である。


